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研究要旨 

本研究は、食環境づくりの推進を通じた減塩の取組において科学的根拠を活用するための環

境の整備として、減塩の公衆衛生学的効果と医療経済学的効果をシミュレーションで推定し、

事業者や自治体に具体的な方策を示すことを目的とする。そのため、研究 1「食品関連事業者の

減塩の目標設定と取組に関する文献レビューと事業者向け支援ガイドの作成」と研究 2「食環

境づくりの推進を通じた減塩の取組の効果に関するシミュレーションモデルと都道府県向け活

用ガイドの作成」の二つの研究を実施している。令和 6年度の主な成果は以下のとおりである。 

① 昨年度の文献レビュー及び海外事例調査を踏まえ、食品関連事業者向けの製品減塩ガイド

案を作成した。本ガイドでは、自主的な減塩の意義、目標値設定手法、組織体制の整備、

行政・学術機関との連携の考え方を整理し、国内 3 社の事例を資料編に掲載した。さらに、

日本高血圧学会減塩・栄養委員会の研究分担者及び自治体管理栄養士である研究協力者か

らの意見を参考に、4 社を対象とした意見調査を実施し、使用部門や実務上の有用性を把

握した。製品企画部門での活用が多く、第 1 章の製品改良の効果や資料編の国内事例が参

考になったとの意見があった。全国展開企業からは社会的意義の可視化、地方企業からは

海外事例の規模感に対する懸念が示され、今後の内容強化の方向性が明らかとなった。 

② 食塩摂取の疫学的動向、減塩施策の進展、関連する先行研究の成果を整理し、日本におけ

る減塩施策の健康及び経済的影響を評価するための基礎資料を作成した。日本では、減塩

と循環器疾患予防を目的とした多角的取組が推進されてきたものの、食塩摂取量は依然と

して高水準にある。今後は、関係機関の連携と費用対効果に基づく科学的根拠の活用が求

められる。自主的目標設定と政策的アプローチを組み合わせた減塩戦略は、健康改善と社

会保障費の適正化を通じて、持続可能な社会の構築に資すると考えられる。 

③ 昨年度に作成した全国版シミュレーションモデルを改良し、40 歳以上日本人を対象とする

最終版モデルを完成した。3つの介入シナリオ（食品成分改質［義務的・自主的］、減塩食

の普及促進）について、循環器疾患と慢性腎臓病の障害調整生存年、社会保障費への影響

を推計した。その結果、食品成分改質による介入が減塩食普及促進による介入よりも大き

な効果を示した。 

④ 全国版モデルを基に、統計データを都道府県別に置き換えることで都道府県版シミュレー

ションモデルを作成した。東京都における試行的な分析では、食品成分改質や減塩食普及

促進の介入シナリオにおいて、高血圧・循環器疾患の有病者数と医療費・介護費が基本シ

ナリオと比較して低く推移する可能性が示された。今後は、他の道府県にもモデルを展開

し、減塩施策の立案に活用できるインタフェースの開発・公開を進める予定である。 

本年度の研究成果として作成した事業者向け支援ガイド案及び都道府県版シミュレーション

モデルは、食品関連事業者による減塩目標の自主的設定や、自治体による科学的根拠に基づく

施策の立案・実施を支援するための基盤となるものであり、令和 7 年度はこれらの実用性を高

めるための改良と展開を進めていく。 
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Ａ．研究目的 

日本人の食塩摂取量は長期的に減少傾向

にあるものの（Saito et al., 2018; 

Matsumoto et al., 2022）、2023 年時点での

成人の平均摂取量は 1 日あたり 9.8 グラム

と依然として高い水準にある(厚生労働省、

2025)。主な摂取源は醤油や味噌等の調味料

や加工食品であり（Takimoto et al., 2018; 

Matsumoto et al., 2022）、特に若年層では、

中食・外食の利用増加により、市販加工食品

由来の食塩摂取が多い傾向が見られる

（Asakura et al., 2016）。また、令和元年

国民健康・栄養調査では、1 日あたり 8 グラ

ム以上の食塩を摂取する成人の約 40％が、

食習慣の改善に無関心あるいは改善意欲が

ないと回答している（厚生労働省、2020）。 

こうした状況を受け、健康日本 21（第三

次）では、成人の食塩摂取量の平均値を令和

14 年度までに 7 グラムに減らすことが目標

とされており（厚生労働省、2023）、とりわ

け健康に関心の薄い層も含めて自然に健康

的な選択ができるような環境整備の重要性

が増している。厚生労働省が令和 4 年に開

始した「健康的で持続可能な食環境戦略イ

ニシアチブ」では、食塩の過剰摂取を栄養や

重要な社会課題と位置づけ、産学官の連携

によって減塩を実現するための取組が進め

られており、その一環として食品関連事業

者の自主的な減塩目標設定も促されている

（厚生労働省、2022）。 

本研究は、こうした取組に科学的根拠を

活用するための環境を整備することを目的

として、3 年間の計画で（1）食品関連事業

者の減塩の目標設定と取組に関する文献レ

ビューと事業者向け支援ガイドの作成と、

（2）食環境づくりの推進を通じた減塩の取

組の効果に関するシミュレーションモデル

と都道府県向け活用ガイドの作成を進めて

いる（図）。2 年目である令和 6 年度におい

ては、前年度に実施した文献調査・事例調査

の知見を基に事業者向け支援ガイドを作成

するとともに、全国版シミュレーションモ

デルを完成し都道府県版モデルへ展開した。 

 

Ｂ．研究方法 

１．食品関連事業者の減塩の目標設定と取

組に関する文献レビューと事業者向け支援

ガイド案の作成 

昨年度に実施した文献レビュー及び海外

先行事例調査の結果を踏まえ、『食品関連事

業者向けの製品の減塩ガイド』の案を作成

した。日本高血圧学会減塩・栄養委員会の研

究分担者及び自治体管理栄養士である研究

協力者からの情報を参照し、4社の食品関連

事業者に対象を絞って、使用者の特徴やニ

ーズ等について意見を聴取した。 

 

２．食環境づくりの推進を通じた減塩の取

組の効果に関するシミュレーションモデル

と都道府県向け活用ガイドの作成 

１）循環器疾患対策としての減塩施策の動

向と公衆衛生学的・医療経済学的影響の評

価 

食塩摂取の疫学的動向や減塩施策の進展、

関連する先行研究の成果を概観し、日本に

おける減塩施策の公衆衛生学的及び医療経

済学的効果を評価するためのシミュレーシ

ョンモデル開発に資する基礎資料を作成し

た。文献・情報検索及び過去の厚生労働科学

研究の成果を整理し、食塩摂取状況や関連

施策の経時的な変遷を記述した。また、食環

境の改善を通じた減塩推進による公衆衛生

学的効果・医療経済学的効果について、現時

点での知見を整理するとともに、今後の課

題と展望を考察した。 

 

２）食環境づくりの推進を通じた減塩の取

組の効果に関する全国版シミュレーション

モデル 

昨年度に作成した全国版シミュレーショ

ンモデルを改良し、最終版とした。40 歳以

上の日本人を対象とし、2012 年から 2040 年

にかけての減塩介入による健康及び費用面

での影響を評価した。 
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３）都道府県版シミュレーションモデルの

作成 

減塩介入に関する全国版シミュレーショ

ンモデルを基に、都道府県版シミュレーシ

ョンモデルを作成した。基本方針としては、

昨年度に構築した全国版モデルの構造及び

係数値を維持した。全国版モデルでは係数

値を全国の統計データから算出しているた

め、それらを各都道府県の統計データに置

き換えることで都道府県版モデルへと拡張

した。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究はすでに公開されている研究論文

などの資料を利用して行われたもので、「人

を対象とする生命科学・医学系研究に関す

る倫理指針」（令和３年文部科学省・厚生労

働省・経済産業省告示第１号）の適用範囲外

である。 

 

Ｃ．研究結果 

１．食品関連事業者の減塩の目標設定と取

組に関する文献レビューと事業者向け支援

ガイド案の作成 

事業者向け支援ガイド案の構成は、本編 3

章と資料編とした。第 1章では、事業者によ

る自主的な減塩活動の重要性について、国

民の栄養改善と企業の社会的責任の両面か

ら論じた。第 2 章では、対象製品の選定方

法、ナトリウム含有量の目標値設定、実施期

間の考え方について整理し、目標値の設定

方法として、売上加重平均値を用いる方法

と、2024 年に公表された日本版栄養プロフ

ァイルモデルに基づく方法の 2 つを提示し

た。ナトリウム含有量の設定については各

事業者の判断に委ねつつ、参考となる指標

を示した。第 3章では、社内体制の整備と外

部との連携のあり方を示し、行政や事業者

との連携を促進する政府のイニシアチブ、

ならびに学術機関による支援事例を紹介し

た。資料編には、国内 3社による減塩目標設

定の事例を掲載した。 

4 社を対象とした意見調査では、製品企画

部門での活用が 3 社と最多であり、参考と

なる箇所としては、第 1 章における製品改

良による摂取量低下の効果の記述と、資料

編の国内事例が挙げられた。全国展開企業

からは、減塩推進の社会的意義を可視化す

ることへの期待が示された一方で、地方企

業からは、海外事例について規模感の把握

が難しいとの意見が寄せられた。国内事例

のさらなる充実や、海外事例の強化に関す

る提案も得られた。 

 

２．食環境づくりの推進を通じた減塩の取

組の効果に関するシミュレーションモデル

と都道府県向け活用ガイドの作成 

１）循環器疾患対策としての減塩施策の動

向と公衆衛生学的・医療経済学的影響の評

価 

日本では、減塩及び循環器疾患（CVD）予

防を目的とした多角的な取組が推進されて

きた。食塩摂取量は減少傾向にあるものの、

依然として高水準であり、今後も政府、食品

業界、学術機関等の関係者が連携し、減塩食

品の普及を継続的に推進していく必要があ

る。効果的な政策の立案と実行には、減塩施

策の費用対効果に関する科学的根拠を適切

に活用できる環境の整備が求められる。自

主的な目標設定と、科学的根拠に基づく政

策的アプローチによる減塩戦略は、食塩摂

取量の低下、国民の健康状態の改善、社会保

障費の適正化を通じて、持続可能な社会の

構築に寄与することが期待される。 

 

２）食環境づくりの推進を通じた減塩の取

組の効果に関する全国版シミュレーション

モデル 

シミュレーションの結果、基本シナリオ

における CVD 及び慢性腎臓病（CKD）による

障害調整生存年数（DALY）は、人口 10万人

あたりそれぞれ約 55年及び 9.5年と推計さ

れ、2040 年までに社会保障費は約 40 兆円に

達すると見込まれた。義務的な食品の成分

変更を実施した場合、CVD 及び CKD による

DALY はそれぞれ 5.7％及び 6.2％減少し、社

会保障費も 6.7％削減されると予測された。

自主的な成分変更によっても、DALYは 4.7％

及び 5.2％の減少、社会保障費は 5.6％の削

減が見込まれた。さらに、減塩食の普及促進

によっても、DALY は 2.8％及び 3.2％、社会

保障費は 3.4％削減されると予測された。こ

れらの結果から、加工食品の減塩は、減塩食

の普及促進に比べて、健康改善及び社会保

障費抑制の両面でより大きな影響を及ぼす

可能性が示された。 

 

３）都道府県版シミュレーションモデルの

作成 

都道府県版モデルの一例として、東京都

におけるシミュレーション結果を示した。

全国版の係数値を用いた基本シナリオと比

較すると、減塩食品利用促進シナリオ、さら

に食品成分改質シナリオでは、高血圧や循
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環器疾患の有病者数が少なく、これらに関

連する医療費及び介護費も低く推移する可

能性が示された。 

 

Ｄ．考察 

本研究では、食品関連事業者が自主的に

減塩目標を設定し製品の減塩に取り組むた

めの支援ガイド案を作成するとともに、加

工食品の成分改質や減塩食の普及促進が公

衆衛生及び社会保障費に与える影響を評価

するシミュレーションモデルを開発した。

支援ガイド案については、目標値設定方法

や体制構築に関する実務的手引きと国内事

例を収録し、企業が多様な状況に応じて参

照することが可能な構成となるよう作成を

試みた。ヒアリング結果からは実用性等に

関する肯定的な反応も得られたが、企業規

模や事業形態等による受け止めの差も見ら

れた。今後は、事業者のニーズを反映して内

容を調整し、最終版を確定する予定である。 

全国版モデルのシミュレーションでは、

食品成分の改質（義務的・自主的）という供

給側の構造的対応が、減塩食の普及促進と

いう消費者への働きかけよりも健康・財政

指標の両面で大きな影響をもたらす可能性

を示した。都道府県版モデルは、全国モデル

の構造を維持しつつ、統計データを置換す

ることで、各都道府県の特性を反映したシ

ミュレーションを可能とする可能性がある。

試行的に実施した東京都での分析では、同

様の介入が医療・介護費の抑制にも寄与す

る可能性が示された。今後は、他の道府県に

もモデルを応用するとともに、各自治体の

減塩対策担当者が活用可能なインタフェー

スと利用ガイドを開発する。 

 

Ｅ．結論 

本研究では、食品関連事業者が自主的に

減塩目標を設定し実施するための支援ガイ

ドを作成するとともに、加工食品の成分改

質や減塩食の普及促進が公衆衛生及び社会

保障費に与える影響を評価するシミュレー

ションモデルを開発した。支援ガイド案は

企業現場での活用可能性が示唆されたもの

の、今後の普及に向けた改善の余地も明ら

かとなった。また、全国版モデル及び都道府

県版モデルを通じて、食品成分の改質によ

る供給側の構造的取組の重要性が示唆され

た。今後は、都道府県版モデルの展開と各主

体の活用支援に向けたインタフェースや利

用ガイドの開発・調整を進め、科学的根拠に

基づく減塩戦略の実装に向けた基盤の提供

に資する。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 本研究において健康危険情報に該当する

ものはなかった。 
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図．本研究班の目的、方法及び期待される効果 


